
１

２

３

４ 契約区分 確定契約

５

６

７ 委託概要

令和６年度　一般会計歳出　第６款３項３目　12節（13）その他業務委託料

受付
番号

連絡先

種目番号

‐

　委託担当

　こども青少年局 地域子育て支援課　　担当：野田

電話：671-4157

設　計　書

委託名

履行場所

令和６年度 出産費用助成金支給に係る事務処理センター運営業務委託

こども青少年局（市庁舎）又は受託業者内

現場説明 ■　不要

□　要（　　月　　日　　時　　分、　場所　　　　　　　　）

　別添仕様書のとおり

履行期間 契約締結の日から令和７年３月31日まで

その他特記事項 別添仕様書のとおり



８

■　する（　11　回以内　）

□　しない

（内訳） 業務料金

消費税及び地方消費税相当分

出産費用助成金支給に係る
事務処理センター運営業務

委託
令和７年３月 １ 式

出産費用助成金支給に係る
事務処理センター運営業務

委託
令和７年２月 １ 式

出産費用助成金支給に係る
事務処理センター運営業務

委託
令和７年１月 １ 式

式

出産費用助成金支給に係る
事務処理センター運営業務

委託
令和６年11月 １ 式

出産費用助成金支給に係る
事務処理センター運営業務

委託
令和６年10月 １ 式

出産費用助成金支給に係る
事務処理センター運営業務

委託
令和６年６月 １ 式

部分払

金額単価

出産費用助成金支給に係る
事務処理センター運営業務

委託
令和６年５月 １ 式

部分払の基準

単位数量履行予定月業務内容

￥

.－

.－

式

※単価及び金額は、消費税及び地方消費税を含まない金額

※概算数量の場合は、数量及び金額を（　　）で囲む。

出産費用助成金支給に係る
事務処理センター運営業務

委託
令和６年７月 １ 式

出産費用助成金支給に係る
事務処理センター運営業務

委託

￥

令和６年８月 １ 式

委託代金額 ￥ .－

出産費用助成金支給に係る
事務処理センター運営業務

委託
令和６年９月 １

出産費用助成金支給に係る
事務処理センター運営業務

委託
令和６年12月 １



①

※概算数量の場合は、数量及び金額を（　　）で囲む。

小計

②

委託代金額 ①＋②

消費税
及び地方消費税相当額

内　訳　書

摘要名称

事務処理センター業務 1 式

1コールセンター業務

単価（円） 金額（円）
形状
寸法等

数量 単位

式
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仕様書 

 

横浜市（以下「委託者」という。）が委託する業務の履行に際し、本業務受託者（以下「受託者」と

いう。）は、「委託契約約款」、「電子計算機処理等の契約に関する情報取扱特記事項」及び「個人情報

取扱特記事項」に定めるほか、この仕様書に基づき出産費用助成金の支給に係る事業（以下、本事

業）の業務を行うこと。 

 

１ 委託件名 

令和６年度 出産費用助成金支給に係る事務処理センター運営業務委託 

 

２ 出産費用助成金の制度等について 

(1) 制度について 

別紙１「出産費用助成事業 制度説明資料」を参照 

(2) 申請方法について 

① 子育て応援サイト・アプリ（仮）からの申請 

横浜市による専用 WEBサイトおよびスマートフォンアプリからの申請 

② 所定の様式からの申請 

申請書（別紙２「申請書様式」※未定稿のため、契約締結後に変更される場合あり）に必要事項

を記載し郵送等により申請 

(3) 必要書類 

① 申請書 

② 健康保険の加入状況が分かる書類の写し（例：健康保険証など） 

③ 申立書（必要に応じて提出） 

 

３ 履行期間 

契約締結日から令和７年３月 31日まで 

 

４ 履行場所 

横浜市こども青少年局地域子育て支援課（横浜市中区本町６丁目 50 番地の 10）その他、受託者が指

定する場所 

 

５ 委託目的 

本事業に係る委託業務は、出産費用助成金（以下、助成金）の支給において必要となる事務処理セン

ターの開設および運営を行う。 

 

 

６ 委託業務内容 

 受託者は以下の業務を行う（詳細は別紙３「委託業務詳細」を参照）。 

(1) コール対応業務 
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◎ 想定着信件数

令和６年５月 1,000件 令和６年９月 500件 令和７年１月 500件 

令和６年６月 1,000 件 令和６年 10月 500件 令和７年２月 500件 

令和６年７月 500件 令和６年 11月 500件 令和７年３月 500件 

令和６年８月 500件 令和６年 12月 500件 

(2)事務処理センター業務

７ 実施体制 

(1)受託者の人員体制

受託者は本委託業務の遂行にあたり、処理の遅延や対応の不備が発生しないよう十分な人員を配

置すること。 

(2)委託業務で使用するツールや備品

原則、本委託業務で使用する業務管理ツール及び備品については、受託者が具備すること。ただ

し、６(2) 事務処理センター業務にて使用する申請管理に係るシステム（以下、申請システム）は

委託者により提供する（ただし、申請システムを閲覧・編集等するための電子計算機器は受託者が

具備すること）。 

委託者が業務履行のために支給した物品は、原則として受託者作業場所のみで使用するものと

し、持ち出しが必要な場合は事前に委託者の承認を得ること。また、許可なく支給した物品の内

容を複製しないこと。支給した物品は、業務終了後直ちに返却すること。複製を行った場合は、

適切に廃棄処理をしてその報告を行うこと。 

(3)市民対応

受託者は、本業務が公金等を扱う業務の一環を担っていること、個人情報を取り扱うことを意識

し、正確かつ丁寧な市民対応を心がけること。 

(4)個人情報の取扱い

受託者は、個人情報取扱特記事項を十分に理解し、個人情報の不適正な使用、紛失、流出がない

よう注意するとともに、情報の厳格な管理と適正な運用に万全の態勢を整備し、これを維持して運

営すること。

受託者は、個人情報取扱特記事項に従い、従事者が本委託業務に従事する前に、従事者に対し、

個人情報の適正な取扱い並びに条例に基づく罰則の内容及び民事上の責任について研修を行うこ

と。契約期間途中で新たに業務に従事することになった者に対しては、別途研修を行うこと。 

(5)各種様式の作成

委託業務の遂行にあたり、委託者と受託者がお互いに報告、確認をするための各種様式は受託者

が作成し、委託者の承認を得て使用すること。 

(6)研修

委託業務の遂行に必要な実施要綱等の知識に関する研修については、委託業務開始時に受託者が

行う。契約期間途中で新たに業務に従事することになった者に対しての研修についても、受託者が

行うこと。また、受託者は、委託業務を正確かつ適正に遂行するため、定期的に研修を行い情報の

共有化を図るとともに知識、技術レベルの平準化に努めること。  

(7)疑義照会
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受託者は、本委託の履行に際し、処理を進めるうえでの確認事項があり、マニュアル等の確認を

十分に行ったうえでも判断ができないものについては、書面で確認を行うこと。確認事項について

の記載内容は、疑問点を明確にし、可能な限り一般化した形とすること。 

 

 

８ データ保護上の留意事項 

データ保護を図るため、約款に定める事項を厳守するとともに、以下のことに留意すること。 

(1) データ搬出 

データ搬出時及び作業期間中は、必ず受託者の担当職員が立ち会うこと。 

(2) 入退室管理 

作業室の入室者は、ＩＤカード等によりチェックすること。 

(3) 書類等の廃棄 

受託者が業務の実施にあたり保有することになった業務に関連する全ての情報の記録等について 

は、契約期間終了後、委託者からの指示に基づき、受託者の責任において溶解、シュレッダーによ

る裁断等、当該情報が第三者の利用に供されることのない方法で適切に消去し、廃棄完了後は廃棄

作業が完了したこと証明する書類を委託者に提出する。 

 

９ 業務スケジュール 

主な業務スケジュールについては、概ね以下の表のとおり。 

このスケジュールに従い、６の業務を遅延することのないよう行うこと。 

なお、申請者からの申請に対して原則５営業日以内に処理を行い、書類の不足や疑義による保留を

除き処理に標準処理期間を超えることが見込まれる場合は、事前に委託者に報告をすること。 

 

◎ スケジュール 

処理日（予定） 処 理 名 業 務 内 容 

５月初旬 
コールセンター開

設 

出産費用助成事業に関する問い合わせ等に対応するた

めのコールセンターを開設する。 

毎週火曜日 週報の報告 前週のコールセンターにおける受電件数等の報告 

毎月第１金曜日 月報の報告 前月のコールセンターにおける受電件数等の報告 

10 月１日 
事務処理センター

開設 

申請の受付や受給資格に関する確認等の業務を行う事

務処理センターを開設する。 

毎月末 助成金の支給日 
申請書等の審査が終了している支給対象者に対し、委託

者が支給を行う。 

毎週火曜日 週報の報告 前週の事務処理センターにおける処理件数等の報告 

毎週水曜日 書類の引き渡し等 
入力が必要な申請書類及び入力が完了した申請書類等

の引き渡しを行う。 

毎月第１金曜日 月報の報告 前月の事務処理センターにおける処理件数等の報告 
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10 納品・検収 

(1) 提出先 

横浜市こども青少年局地域子育て支援課（横浜市中区本町６丁目 50番地の 10） 

(2) 提出物 

ア 本事業係る月報及び週報 

イ 委託者が指定する委託（部分）完了に係る届出 

 

11 留意事項 

(1) 委託者及び横浜市の関係部署や他の事業者と調整する必要が生じた場合は、委託者を含め担当者

と調整すること。 

(2) 業務上知り得た情報が第三者に漏洩することがないように情報を管理すること。委託者から提供

した資料等は、委託期間満了日までに委託者に返却すること。また、コピーした紙資料及び電子

データがあれば、委託期間満了日までに確実に廃棄・削除すること。 

(3) 本委託内容の全部または一部について他の事業者へ履行させる場合に、受託者は本委託内容につ

いて当該事業者へ引継ぎを行う。引継ぎにあたっては少なくとも１回は対面での打ち合わせを実

施し、その後、一定期間、委託者及び当該事業者からの質疑への対応を行う。なお、他の事業者

へ履行させる旨について、履行期間終了の一カ月前までに委託者から受託者へ通告する。 

(4) 受託者が作成した委託者への提出物については、委託者に提出された時点で著作権その他一切の

権利は委託者に帰属するものとする。 

(5) 業務の一部を再委託する場合は、あらかじめ委託者に書面にて承諾を得ること。 

(6) この仕様書に定めのない項目についても、必要に応じて委託者と受託者の協議の上、決定するも

のとし、明記されていない事項であっても、当然必要と認められる事項については、委託者の指

示により受託者の負担においてこれを処理すること。なお、契約期間内で委託業務の仕様を変更

する必要が生じた場合は、合理的な範囲内でこれを変更することができることとする。 



 
 

出産費用助成事業 制度説明資料 
 
１ 事業目的 

  出産にかかる費用を助成することにより、子育て家庭等の経済的負担を軽減し、
安心して子どもを産み育てやすい環境を整備します。 

 
２ 事業概要 

(1) 支給対象者 
   以下の要件を満たす者 
    ・令和６年４月以降に出産していること 

※妊娠 12 週（85 日）以降の死産・流産を含む 
   ・出産時から申請時点まで横浜市に住民登録があること。 
    ・健康保険組合に加入していること。 

(2) 申請方法 
子育て応援サイト・アプリ（仮）での申請を原則とし、書面による申請も可と
します。 

(3) 助成額 
９万円（定額）  
ただし、支給対象者が加入する健康保険組合から支給される付加給付額（※）

を差し引いて支給 
※付加給付 
出産育児一時金の支給者に対して、各健康保険組合が独自に支給する付加的な給付金 

別 紙 １ 



様式第１号（第　条関係）

正式名称
（保険証券面を参照）

以下について横浜市健康保険にチェックをいれた方は記載はいりません。

以下には令和６年４月以降に出産（流産・死産を含む）した児童についてご記入ください。

出
産
に
つ
い
て

母子健康
手帳番号

第１子

第２子

第３子

必ず裏面の【同意・誓約事項】を確認したうえで申請してください。

令和６年度 横浜市出産費用助成金 申請書兼請求書

横浜市長

申
請
者
に
つ
い
て

（
出
産
し
た
方

）

フリガナ

氏　　　名
生年月日 年　　　　　月　　　　日　

住　　　所

　〒

　横浜市

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号

申請事由
（どちらかにチェック）

□　出生　　　　□　流産・死産 出産年月日 令和　　　　　　　　　　年　　　　　　　月　　　　　　　日　　　

※出産児が４名以上いる場合は、申請書をもう１枚使用し記入してください。

コード

　　□　横浜市国民健康保険　　　　□　それ以外　（以下に正式名称と保険者番号を記入してください）

付加給付の
金額（※１）

申請金額
（※２）

（A）　　　　　　　　　　　　円

（B）　　　　　　　　　　　　円

（A-B）　                    円

※１　付加給付の金額
加入している健康保険から出産育児一時金の付加給付があ
る場合は、その金額を記入（出産した児童数に応じて計算）。
付加給付がない場合は、０円と記入してください。

※２
支給する助成金額は審査を経て、市が決定します。

※１　１産児あたり９万円支給となります。
例：双子の場合、９万円×２人＝18万円の支給

コード
支払希望
金融機関

口座名義 （フリガナ）

　※　振込指定口座は、必ず申請者の普通口座を記入してください。
　※　口座名義は通帳の記載に合わせてください。
　※　ゆうちょ銀行を選択された場合は、「振込用の店名・預金種目・口座番号（7桁）」（通帳見開き下部に記載）をご記入ください。
　※　長期間入出金のない口座を記入しないで下さい。

私は、出産日した日から申請日現在まで引き続き横浜市に居住し住民登録していますので、出産の事実に基づき、裏面記載の「同
意・誓約事項」に同意・誓約の上、次のとおり申請します。支給決定した際には、助成金を本申請書に記載した振込指定口座に振り
込んでください。

口
座
番
号

普通口座

口
座
情
報

助
成
金
の
計
算

加入健康保険

保険者番号
（保険証券面を参照）

助成額
（差引前）

未定稿受付印

別 紙 ２



　　

◎　出産育児一時金の付加給付とは
出産されると、加入している健康保険から出産育児一時金として法定給付の 50 万円（または48 8万円）が
支給されます。
これに加えて、健康保険組合等から独自に支給される給付を「付加給付」といいます。
出産祝金、出産休業手当金等とは異なるので、ご注意くだ さい 。健康保険により、付加給付の金額は異な
り、付加給付がない場合もあります 。横浜市国民健康保険、全国健康保険協会（協会けんぽ）では付加給
付は支給されません。

◎　この申請書以外に提出いただく書類

　１　健康保険の加入状況が確認できる書類（必ず提出）
　➤　加入する健康保険が確認できるもの
　　例：健康保険証の写し、出産育児一時金支給決定通知書の写し等
　
  ２　付加給付額が確認できる書類
　　添付をしなくとも申請いただけますが、審査に時間を要する場合がございます。
　　また本市が必要と判断した場合には別途提出をお願いする場合がございます。
　➤　付加給付金額を証明する書類（支給がない場合もその旨の確認を行います）
　　※横浜市国民健康保険、全国健康保険協会（協会けんぽ）加入者は添付不要
　　例： 加入健康保険 ホームページの写し、加入健康保険が発行している手引きでの該当ページの写し
　
　３　申請書の内容に加えて支給要件を満たすことの確認が必要な方のための書類
　➤　日本国内の健康保険に加入していない方が申請する場合
　➤　やむを得ない理由により、住民票を他自治体から動かせないが、横浜市に居住している方が
　　　　申請する場合
　　　　※原則は横浜市に在住している方のみを対象とした助成金です。
　➤　やむを得ない理由により、出産した方が申請できず、出生児と同居し養育する方が申請する場合
　　　　※単に出産した方に変わって配偶者などが申請する場合は委任状により申請してください。
　　　　　ただし、差し引く付加給付額の金額は出産した方が加入する健康保険で支給されるものとします。

不足書類

　　※横浜市使用欄（ここから下には記入しないでください）

連絡事項

　　　　　担当：　　　　　　　　　　　　

　【同意・誓約事項】
●助成金の支給要件の該当性等を審査等するため、必要に応じて関係書類を提出すること、及び横浜市が必要な住民
　基本台帳情報や母子保健に係る情報等の確認を行うことや必要な資料の提供を他の行政機関等に求める・提供する
　ことに同意します。	
●本申請書に記載した加入する健康保険から支給される付加給付の確認のため、横浜市が加入する健康保険の組合等へ
   連絡し支給金額等を確認することに同意します。
●書類の記載事項について虚偽であることが判明した場合や助成金の支給要件に該当しないことが判明した場合には、
   支給された助成金を返還します。				
●この申請は、助成金の支給に対してのみ行うもので、他の手当等の支給決定に影響を及ぼすものではありません。
   他の手当等に係る申請又は各届出に係る書類は改めて提出し、審査を受けることを同意します。
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委託業務詳細資料 
 
出産費用助成金支給に係る委託業務の内容について以下のとおり定める。 

 
１ コール対応業務 
受託者は、(1)から(5)までの業務を行う。 
(1) 問い合わせ対応 
申請者又はこれから申請を予定する市民から、電話連絡などにより本助成金について問い合わせが

あった場合は、内容の要点を確認した上で想定問答集や各種マニュアル等に沿って対応する。 
(2) 委託業務に係る関係各課及び関係機関への問合せ等 
受託者は、委託業務の遂行に際して横浜市の関係課または、他の自治体など（以下「関係機関等」）

に確認すべき事項が生じた場合は各所に連絡することで確認し、関係機関等から問合せがあった場合
は、必要に応じてこれに対応する。ただし、権力行使等に係る判断や、特に報告が必要と受託者が判断
するものは、直ちに委託者に報告し、対応を協議する。 
(3) その他市政に関する問い合わせへの対応 
市民から、電話連絡などにより本事業以外について問い合わせがあった場合は、「本市ウェブサイト」

等を参考にして担当する部署を確認し、担当部署の連絡先等を案内する（ただし、本事業に係る案内に
ついては除く）。 
(4) 問い合わせ内容等の報告 
問い合わせ内容については、記録するとともに、別途問い合わせ内容毎の分類、件数のカウントを行

い、月毎及び年間での集計を行い委託者まで報告すること。 
(5) 留意点 

  対応にあたっては必要に応じて各処理を行っている他の従事者と適宜情報を確認・共有したうえで
対応すること。本事業に係る問い合わせについて委託者の指示を得ないまま、委託者及び関係機関へ連
絡を促すような案内は行わないこと。 
不確実な内容で回答することはせず、個人情報の特定に時間を要することが見込まれる場合は、折り

返しでの対応をすること。個人情報に係る内容の問い合わせを受けた場合は、住所や連絡先など、個人
の特定につながる可能性のある情報の回答は行わないこと。 
問い合わせ対応においては、適切な遂行体制を確保し、従事者の欠員、欠席などにより影響を受ける

ことのないよう、体制を維持すること。 
 
２ 事務処理センター業務 
 以下の業務を委託する。 
(1) 申請状況の確認 
受託者は毎営業日に新規の申請情報を確認し、受付管理簿等に記録したうえで申請内容を確認する。 

(2) 申請書等の内容及び受給資格に関する確認 
受領した申請書等は、書類記載内容の不備、不足書類の有無を確認する。 
提出された申請書等の誤りや漏れなどの不備がある場合、市民に書類を返戻することはせずに、不足

別 紙 ３ 
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している書類、又は不備のない書類の提出が必要である旨を郵便または申請システムにおけるメッセー
ジ機能を用いて案内をする。なお、提出案内は２回まで行うこととし、返送がない場合は委託者へ報告
する。案内をする場合は、委託者が用意する様式等に必要事項を記載し送付する。また、案内を行った
発送日等を記録のうえ、書面や管理ツール等で進捗管理を行う。 
また、提出された申請書等の内容について申請者本人に確認が必要な事項がある場合や、不足書類の

案内をする上で予め説明が必要と思われる場合、適宜、電話により確認又は説明・調整を行う。確認又
は説明・調整をした内容については、申請書等の所定の位置に補記をし、記録する。申請書などの内容
について他の自治体等への確認が必要な場合、適宜、電話により確認を行う。 
不足書類が提出された場合は、誤りや漏れ等の不備が解消されるかを再度確認する。 
なお、申請書等の誤りや漏れ等の不備がある場合とは、以下の場合がある。 
① 申請者が提出すべき書類に不足がある場合 
② 申請者が記入すべき内容に誤りや漏れがある場合 
③ 申請者の記入した内容に疑義がある場合 

(3) 申請書等情報の入力ツールへの入力 
確認作業と並行して、提出された申請書等の内容を入力ツールに入力する。入力は２名体制で行い、

入力内容を照らし合わせたうえで、誤りのないことを確認すること。 
入力内容について誤りがあった場合は、正しい情報をよく確認したうえで改めて入力をする。受託者
は、申請書等を受付後、５営業日後までに①または②の入力を完了する。 
① 子育て応援サイト・アプリ（仮）経由で申請された情報は、原則入力は不要。不備の有無を確認

したうえでステータスの更新を行う。 
② 書面で申請された場合は、申請情報等を申請システムに入力したうえで、不備の有無を確認した

うえでステータスの更新を行う。 
(4) 申請書類等の受け渡し 

受託者は、以下のとおり、申請書等の引取業務を行う。ただし、一部に例外的な取扱いがあるほか、
個別の業務により異なる点があるため注意すること。 
① 受付及び受取回数 

受託者は、委託者が受け取った郵便物について別途指定した日時及び場所にて受け取る。日時及
び受取回数については別途協議する。なお、受取の際に件数確認を行い、事務処理センターに引き
渡す際にも件数確認を行うこと。 
② 郵便物の運搬の方法 
受託者による郵便物の運搬は、郵便物の汚損・破損、盗難及び紛失を防ぐため必要な措置を講じる

こと。 
③ 郵便物の確認 
郵便物の紛失及び他の郵便物の書類との混在等を防止するため、内容物が出産費用助成金に関す

るものであることを確認すること。なお、対象者からの郵便物を委託者で開封することがあるが、申
請書等は受託者へ引き渡す。 
④ 開封・受付 
確認した郵便物を開封のうえ、所定の位置に受付印を押印して受領する。 
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⑤ 管理方法 
書類の紛失及び処理漏れなどが起こらないよう、ナンバリングをするなど受付の管理をするとと
もに各処理段階での進捗・収納場所の所在を常に把握できるよう、整理整頓を行うこと。 
定期的に受け付けた書類が処理されているか処理状況を照らし合わせ確認を行うこと。 



























電子計算機処理等の契約に関する情報取扱特記事項 

 

（情報を取り扱う際の基本的事項） 

第１条 この特記事項（以下「特記事項」という。）は、委託契約約款（以下

「約款」という。）の特記条項として、電子計算機処理等の委託契約に関する

横浜市（以下「委託者」という。）が保有する情報の取扱いについて、必要な

事項を定めるものである。 

２ 情報を電子計算機処理等により取り扱う者（以下「受託者」という。）は、情

報の保護の重要性を認識し、この契約による業務（以下「本件業務」という。）

を遂行するための情報の取扱いに当たっては、委託者の業務に支障が生じ

ることのないよう、適正に取り扱わなければならない。 

（定義） 

第２条 特記事項において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定

めるところによる。 

(1) 電子計算機処理等 電子計算機を使用して行われる情報の入力、蓄

積、編集、加工、修正、更新、検索、消去、出力又はこれらに類する処理

をいう。ただし、専ら文章を作成するための処理、専ら文書図画の内容を

記録するための処理、製販その他の専ら印刷物を制作するための処理及

び専ら文書図画の内容の伝達を電気通信の方法により行うための処理を

除く。 

(2) 不開示情報 横浜市の保有する情報の公開に関する条例（平成12年条

例第１号）第７条第２項に規定する不開示情報をいう。 

(3) 不開示資料等 不開示情報が記録された、文書、図画、写真、フィルム

及び電磁的記録をいう。 

（適正な管理） 

第３条 受託者は、本件業務に係る情報の漏えい、滅失、毀損及び改ざん等

（以下「漏えい等」という。）の防止その他の情報の適正な管理のために必要

な措置を講じなければならない。 

２ 受託者は、情報の取扱いに関する規程類を整備するとともに、情報の適正

な管理を実施する者として本件業務に係る情報の管理責任者を選任しなけ

ればならない。 

３ 受託者は、電子計算機を設置する場所、情報を保管する場所その他の情

報を取り扱う場所（以下「作業場所」という。）を定めるとともに、作業場所に係

る入退室の規制、防災・防犯対策その他の安全対策を講じなければならな

い。 

４ 受託者は、本件業務に着手する前に前３項に定める管理責任体制及び安

全対策その他の安全管理措置について、委託者に報告しなければならな

い。 

５ 受託者は、前項の規定により報告した事項に関し、委託者が理由を示して

異議を申し出た場合には、当該異議に関する事項を変更しなければならな

い。この場合において、当該変更に経費を要するときは、その費用負担は委

託者と受託者とが協議して決定する。 

（従事者の監督） 

第４条 受託者は、本件業務に従事している者が、本件業務に関して知り得た

不開示情報をみだりに他人に知らせ、又は不当な目的に使用しないよう、必

要かつ適切な監督を行わなければならない。この契約が終了し、又は解除さ

れた後においても同様とする。 

（収集の制限） 

第５条 受託者は、本件業務を遂行するために必要な範囲内で、適正かつ公

正な手段により情報を収集しなければならない。 

（禁止事項） 

第６条 受託者は、あらかじめ委託者の指示又は承諾があった場合を除き、本

件業務に係る情報に関し、次に掲げる行為をしてはならない。 

(1) 本件業務を処理する目的以外での利用 

(2) 複写又は複製（作業場所内において効率的に作業を進めるためにやむ

を得ないものを除く） 

(3) 作業場所の外への持ち出し 

（再委託の禁止等） 

第７条 受託者は、本件業務を遂行するための不開示情報を自ら取り扱うもの

とし、第三者に取り扱わせてはならない。ただし、あらかじめ、委託者の書面

による承諾を得た場合は、この限りでない。 

２ 受託者は、前項ただし書の承諾を得て、本件業務に係る情報を第三者に

取り扱わせる場合には、情報の保護に関し、特記事項と同等の内容及び委

託者が指示する事項について、当該第三者（会社法（平成17年法律第86

号）第２条第１項第３号の子会社を含む。以下「再受託者」という。）との間で

約定しなければならない。２以上の段階にわたる委託（以下「再々委託等」と

いう。）を行う場合も、この例によるべきことを再受託者又はこれに類する者に

求めなければならない。 

３ 再受託者が本件業務に係る情報を第三者に取り扱わせる場合にあって

は、受託者は、当該第三者（会社法第２条第１項第３号の子会社を含む。）

における情報の取扱いに係る管理体制をあらかじめ確認し、当該確認内容

を委託者に報告し、委託者の書面による承諾を受けた上でなければ、第１項

ただし書の承諾に相当する承諾をしてはならない。再々委託等を行う場合

も、同様とする。 

４ 業務内容が定型的であり、かつ、情報の漏えい等の危険性が低いものとし

て委託者が別に定める業務の委託（再委託及び再々委託等（以下「再委託

等」と総称する。）を含む。）については、委託者が別に定める事項をあらかじ

め委託者に報告した場合には、第１項ただし書の承諾及び前項に規定する

受託者による承諾を要しない。 

５ 第３条第５項の規定は、前項に規定する報告について準用する。 

（不開示資料等の返還等） 

第８条 受託者は、本件業務を遂行するために委託者から貸与され、又は受

託者が収集し、複製し、若しくは作成した不開示資料等を、業務の遂行上使

用しないこととなったとき又はこの契約が終了したとき若しくは解除されたとき

は、委託者の指示に従い、直ちに委託者に返還し、若しくは引き渡し、若しく

は消去し、又はその他の方法により処理（以下「返還等」という。）するものと

する。 

２ 前項の場合において、委託者が当該不開示資料等の消去又はその他の

方法による処理を指示した場合は、復元困難な消去、焼却、シュレッダー等

による裁断等当該情報が第三者の利用に供されることのない方法によらなけ

ればならない。 

３ 第１項の場合において、受託者が正当な理由なく指定された期限内に不

開示資料等の返還等をしないときは、委託者は、受託者に代わって当該不

開示資料等を回収し、又は廃棄することができる。この場合において、受託

者は、委託者の回収又は廃棄について異議を申し出ることができず、委託

者の回収又は廃棄に要した費用を負担しなければならない。 

（報告及び検査） 

第９条 委託者は、情報を保護するために必要な限度において、委託契約期

間中、受託者に対して、情報の管理の状況及び委託業務の履行状況につ

いて、報告を求めることができる。 

２ 委託者は、委託契約期間中必要と認めた場合は、情報の管理の状況及び

委託業務の履行状況について、作業場所において検査することができる。 

３ 前２項の場合において、報告又は検査に直接必要な費用は、受託者の負

担とする。ただし、委託者の事情により、過分の費用を要した分については、

委託者が負担する。 

（事故発生時等における報告） 

第10条 受託者は、委託者の提供した情報並びに受託者及び再受託者が本

件業務のために収集した情報について、火災その他の災害、盗難、漏え

い、改ざん、破壊、コンピュータウイルスによる被害、不正な利用、不正アク

セス等の事故が生じたとき、又は生ずるおそれがあることを知ったときは、速

やかに委託者に報告し、委託者の指示に従うものとする。この契約が終了

し、又は解除された後においても同様とする。 

（引渡し） 

第11条 受託者は、約款第28条第２項の規定による検査（以下「検査」とい

う。）に合格したときは、直ちに、契約の履行の目的物を納品書を添えて委託

者の指定する場所に納入するものとし、納入が完了した時をもって契約の履

行の目的物の引渡しを完了したものとする。 

（契約の解除及び損害の賠償） 

第12条 委託者は、次のいずれかに該当するときは、この契約を解除し、又は

受託者に対して損害賠償を請求することができる。 

(1) 本件業務を遂行するために受託者が取り扱う不開示情報について、受

託者の責に帰すべき理由による漏えい等があったとき。 

(2) 前号に掲げる場合のほか、特記事項に違反し、本件業務の目的を達成

することができないと認められるとき。 

２ 前項第１号の不開示情報の漏えい等に伴う損害賠償その他の一切の責任

は、不開示情報の漏えい等が、受託者が再委託等をし、当該再委託等先にお

いて発生した場合であっても、当該受託者が負うものとする。 

３ 委託者は、受託者が検査に不合格となったときは、この契約を解除すること

ができる。 

（著作権等の取扱い） 

第13条 この契約により作成される成果物の著作権等の取扱いについては、

約款第５条の規定にかかわらず、次の各号に定めるところによる。 

(1) 受託者は、著作権法（昭和45年法律第48号）第21条（複製権）、第26条

の３（貸与権）、第27条（翻訳権、翻案権等）及び第28条（二次的著作物の

利用に関する原著作者の権利）に規定する権利を、目的物の引渡し時に

委託者に無償で譲渡するものとする。 

(2) 委託者は、著作権法第20条（同一性保持権）第２項第３号又は第４号に

該当しない場合においても、その使用のために、この契約により作成され

る目的物を改変し、任意の著作者名で任意に公表できるものとする。 

(3) 受託者は、委託者の書面による事前の同意を得なければ、著作権法第

18条（公表権）及び第19条（氏名表示権）を行使することができないものと

する。 

(4) 受託者がこの契約の締結前から権利を有している著作物の著作権は、

受託者に留保されるものとする。この場合において、受託者は、委託者に

対し、当該著作物について、委託者が契約の履行の目的物を使用するた

めに必要な範囲で、著作権法に基づく利用を無償で許諾するものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、著作物の利用について設計図書で別段の定め

をした場合には、その図書の定めに従うものとする。 

３ 受託者は、この契約によるすべての成果物が、第三者の著作権、特許権そ

の他の権利を侵害していないことを保証するものとする。ただし、委託者の責

に帰すべき事由に起因する権利侵害となる場合は、この限りではない。 

（最近改正：令和５年４月１日） 





個人情報取扱特記事項  

（令和５年４月） 

  

（個人情報を取り扱う際の基本的事項） 

第１条 横浜市（以下「委託者」という。）がこの特記事項が付帯する契約（以下「この契

約」という。）において個人情報を取り扱わせる者（以下「受託者」という。）は、個人情

報の重要性を認識し、この契約による事務（以下「本件事務」という。）を処理するに当

たっては、個人情報の保護に関する法律、横浜市個人情報の保護に関する条例その他の関

係法令等を遵守し、個人の権利利益を侵害することのないよう、個人情報を適正に取り扱

わなければならない。 

 （適正な管理） 

第２条 受託者は、本件事務に係る個人情報の漏えい、滅失、毀損及び改ざん等（以下「漏

えい等」という。）の防止その他の個人情報の適正な管理のために必要な措置を講じなけ

ればならない。 

２ 受託者は、個人情報の取扱いに関する規程類を整備するとともに、本件事務に係る個人

情報の管理責任者を選任しなければならない。 

３ 受託者は、個人情報を取り扱う場所及び保管する場所（以下「作業場所」という。）を

定めるとともに、作業場所に係る入退室の規制、防災・防犯対策その他の安全対策を講じ

なければならない。 

４ 受託者は、本件事務に係る個人情報の取扱いに着手する前に前３項に定める管理責任体

制、安全対策その他の安全管理措置について、安全管理措置報告書（第１号様式）により

委託者に報告しなければならない。 

５ 受託者は、前項の規定により報告した事項に関し、委託者が理由を示して異議を申し出

た場合には、当該異議に関する事項を変更しなければならない。この場合において、当該

変更に経費を要するときは、その費用負担は委託者と受託者とが協議して決定する。 

 （従事者の監督） 

第３条 受託者は、本件事務の処理に従事している者が本件事務に関して知り得た個人情報

をみだりに他人に知らせ、又は不当な目的に使用しないよう必要かつ適切な監督を行わな

ければならない。この契約が終了し、又は解除された後においても同様とする。 

（収集の制限） 

第４条 受託者は、本件事務を処理するために必要な範囲内で、適正かつ公正な手段により

個人情報を収集しなければならない。 

 （禁止事項） 

第５条 受託者は、あらかじめ委託者の指示又は承諾があった場合を除き、本件事務に係る

個人情報に関し、次に掲げる行為をしてはならない。 

 (1) 本件事務を処理する目的以外での利用 

 (2) 複写又は複製（作業場所内において効率的に作業を進めるためにやむを得ないものを



除く。） 

 (3) 作業場所の外への持ち出し 

 （再委託の禁止等） 

第６条 受託者は、本件事務を処理するための個人情報を自ら取り扱うものとし、第三者に

取り扱わせてはならない。ただし、あらかじめ、委託者の書面による承諾を得た場合はこ

の限りでない。 

２ 受託者は、前項ただし書の承諾を得て、本件事務に係る個人情報を第三者に取り扱わせ

る場合には、個人情報の保護に関し、本特記事項と同等の内容及び委託者が指示する事項

について、当該第三者（会社法（平成 17年法律第 86号）第２条第１項第３号の子会社を

含む。以下「再受託者」という。）との間で約定しなければならない。２以上の段階にわ

たる委託（以下「再々委託等」という。）を行う場合も、この例によるべきことを再受託

者又はこれに類する者に求めなければならない。 

３ 再受託者が本件事務に係る個人情報を第三者に取り扱わせる場合にあっては、受託者は、

当該第三者（会社法第２条第１項第３号の子会社を含む。以下「再々受託者」という。）

における個人情報の取扱いに係る管理体制をあらかじめ確認し、当該確認内容を委託者に

報告し、委託者の書面による承諾を受けた上でなければ、第１項ただし書の承諾に相当す

る承諾をしてはならない。再々委託等を行う場合も、同様とする。 

４ 業務内容が定型的であり、かつ、個人情報の漏えい等の危険性が低いものとして委託者

が別に定める業務の委託（再委託及び再々委託等（以下「再委託等」と総称する。）を含

む。）については、委託者が別に定める事項をあらかじめ委託者に報告した場合には、第

１項ただし書の承諾及び前項に規定する受託者による承諾を要しない。 

５ 第２条第５項の規定は、前項に規定する報告について準用する。 

 （個人情報が記録された資料等の返還等） 

第７条 受託者は、本件事務を処理するために委託者から貸与され、又は受託者が収集し、

複製し、若しくは作成した個人情報が記録された資料等を、業務の遂行上使用しないこと

となったとき又はこの契約が終了したとき若しくは解除されたときは、委託者の指示に従

い、直ちに委託者に返還し、若しくは引き渡し、若しくは消去し、又はその他の方法によ

り処理するものとする。 

 （報告及び検査） 

第８条 委託者は、個人情報を保護するために必要な限度において、委託契約期間中、受託

者に対し、個人情報の管理状況及び委託業務の履行状況について報告を求めることができ

る。 

２ 委託者は、個人情報を保護するために必要な限度において、委託契約期間中少なくとも

１年に一度、情報の管理の状況及び委託業務の履行状況について、原則として作業場所に

おいて検査するものとする。 

３ 前２項の場合において、報告、資料の提出又は検査に直接必要な費用は、受託者の負担

とする。ただし、委託者の事情により過分の費用を要した分については、委託者が負担す

る。 



 （事故発生時等における報告） 

第９条 受託者は、個人情報の漏えい等の事故が生じ、又は生ずるおそれがあることを知っ

たときは、速やかに委託者に報告し、委託者の指示に従うものとする。この契約が終了し、

又は解除された後においても同様とする。 

 （研修実施報告書の提出） 

第 10 条 受託者は、従事者に対し、個人情報を取り扱う場合に従事者が遵守すべき事項、

個人情報の保護に関する法令等に基づく罰則の内容及び個人情報の漏えい等が生じた際

に負う民事上の責任についての研修を実施し、研修実施報告書（第２号様式）を委託者に

提出しなければならない。 

２ 受託者は、個人情報を取り扱う事務を再受託者に委託する場合には、再受託者に対し、

前項の研修を実施させ、同項の研修実施報告書を受託者に提出させなければならない。 

３ 前項の場合において、受託者は、再受託者から提出された研修実施報告書を委託者に提

出しなければならない。 

 （契約の解除及び損害の賠償） 

第 11 条 委託者は、次のいずれかに該当するときは、この契約を解除し、又は受託者に対

して損害賠償の請求をすることができる。 

 (1) 本件事務を処理するために受託者が取り扱う個人情報について、受託者の責に帰すべ

き理由による個人情報の漏えい等があったとき。 

 (2) 前号に掲げる場合のほか、この特記事項に違反し、本件事務の目的を達成することが

できないと認められるとき。 

２ 前項第１号の個人情報の漏えい等に伴う損害賠償その他の一切の責任は、個人情報の漏

えい等が、受託者が再委託等をし当該再委託等先において発生した場合であっても、当該

受託者が負うものとする。 



（第１号様式） 

安全管理措置報告書          
調 査 項 目 内 容 

１ 業者名  

□横浜市競争入札有資格者 □その他（             ） 

□横浜市出資法人（条例第 条） 

２ 業務の作業担当部署名  

３ 業務の現場責任者役職名  

４ 業務の個人情報取扱者の

人数 

 

５ 個人情報保護関連資格等 □Ｐマーク □ＩＳＭＳ 

□その他の資格（                      ） 

□個人情報関係の損害保険に加入 

６ 個人情報保護に関する社

内規程等 

□個人情報の使用、保存、廃棄等に関する管理規程 

□個人情報漏えい･紛失･滅失･盗難等事故時の対応規程・マニュアル等 

□個人情報保護について従業員との雇用契約や誓約書等に明記 

□その他の規程（                     ） 

□規程なし 

７ 個人情報保護に関する研

修・教育 

□個人情報保護に関する研修・教育を実施（年  回／従業員１人につき） 

□その他（                          ） 

８ 個人情報保護に関する点

検・検査・監査の方法等 

 

 

９ 漏えい等の事案の対応規程・マニュアル等の内容 

 (1) 対応規程・マニュアル

等がある場合 

名 称  

内 容  

 

(2) 対応規程・マニュアル

等がない場合 

（漏えい等の事案が発生した場合にどのような対応を取るのかについて、な

るべく具体的に記載していください。） 

 



10 個人情報を取り扱う作業場所の管理体制  

※ 作業を実施機関の施設内部のみで行い、かつ、受託者が、実施機関所有のＰＣ、タブレット等の電子

計算機のみを使用する場合には記入不要です。作業を実施機関の施設内部のみで行い、かつ、受託者所

有の電子計算機を使用する場合には、(2)電磁媒体の項目、(4)及び(5)を記入してください。 

 (1) 作業施設の入退室管

理 

作業期間中の入室可能人数 

□上記４の作業者のみ 

□作業者以外の入室可（□上記外    名 □その他） 

 

入退室者名及び時刻の記録 

□なし （施錠のみ、身分証提示のみ等） 

□あり □用紙記入 

□ＩＣカード等によりＩＤ等をシステムに記録 

□カメラや生体認証等により特定個人の入退室時刻を記録 

□その他（              ） 

 □その他（                  ） 

 (2) 個人情報の保管場所 

 

紙媒体 □鍵付き書庫 □耐火金庫 □専用の保管室 

□その他（                   ） 

 電磁媒体 □鍵付き書庫 □耐火金庫 □専用の保管室 

□その他（                   ） 

 (3) 作業施設の防災体制 □常時監視 □巡回監視 □耐火構造 □免震・制震構造 

□その他（                   ） 

 (4) 個人情報の運搬方法 紙媒体  

  

 電磁媒体  

  

 

 

 (5) 個人情報の廃棄方法 紙媒体  

  

 電磁媒体  

  

 (6) 施設外で作業を行う

場合の個人情報保護対

策（行う場合のみ記入） 

 

 

 

 



11 電算処理における個人情報保護対策  

※紙媒体しか取り扱わない業務を行う場合は記入不要です。 

 (1) 作業を行う機器 □限定している（ノート型  台、デスクトップ型  台） 

□限定していない 

 (2) 外部との接続 □作業機器は外部との接続をしていない 

□作業機器は外部と接続している 

接続方法：□インターネット □専用回線 □その他（       ） 

通信の暗号化：□している □していない 

 (3) アクセス制限 □ＩＤ・パスワード付与によりアクセス制限をしている 
ＩＤの設定方法（                        ） 
パスワードの付け方（                      ） 

□ＩＤ・パスワード付与によりアクセス制限をしていない 

 (4) 不正アクセスを検知

するシステムの有無 

□あり（検知システムの概要：                   ） 

□なし 

 (5) マルウェアを検知す

るシステムの有無 

□あり（検知システムの概要：                   ） 

□なし 

 (6) ソフトウェアの更新 □常に最新のものに自動アップデートするものとなっている 

□上記以外（                           ） 

 (7) アクセスログ □アクセスログをとっている（   年保存） 

□アクセスログをとっていない 

 (8) 停電時のデータ消去

防止対策 

□無停電電源装置 □電源の二重化 

□その他（                            ） 

□なし 

 (9) その他の対策  

12 外国における個人情報の

取扱いの有無 

□あり 

 □外国のサーバ上に個人情報が保存されているが、外国のサーバ上での個

人情報の取扱いはない 

 □外国のサーバ上に個人情報が保存されており、外国のサーバ上で個人情

報を取り扱っている 

□なし 

※「あり」の場合は、以下も記入してください。 
 (1) 個人情報の取扱いが

ある外国の名称 

 

 (2) 当該外国における個

人情報の制度・保護措置

等 

 

 



（第２号様式）  

（Ａ４）  
 

 

 

 年 月 日 

（提出先） 

         

（提出者） 

団体名  

責任者職氏名  

 

研修実施報告書・誓約書 

 

個人情報の保護に関する法律第66条第２項の規定により

準用される同条第１項に定める措置の一環として、横浜市の

個人情報を取り扱う事務に従事する者に対し、個人情報を取

り扱う場合に遵守すべき事項並びに個人情報の保護に関す

る法令等に基づく罰則の内容及び漏えい等の事故が発生し

た場合の民事上の責任についての研修を実施しましたので、

別紙（全  枚）のとおり報告いたします。 

個人情報の保護に関する法令等及び個人情報取扱特記事

項を遵守し、並びに従事者にも遵守させ、個人情報を適切に

取り扱うことを誓約いたします。 

 

 



（別紙） 

研修実施明細書 

 

 本件業務の委託に当たり、受託者として従事者に実施した個人情報保護に係る研修の明細は、

次のとおりです。 

 

研修受講日 所    属 担 当 業 務 氏    名 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

（Ａ４） 
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